
団体名： 東栄町商工会

得られた効果 備考

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 108.9 ％） （達成度 180.0 ％） Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 108.3 ％） （達成度 129.2 ％） Ａ Ａ 下げる 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 105.6 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 20.0 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｄ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 116.7 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

　消費者の購買意
欲の喚起のための
共通商品券販売促
進事業の実施と地
域小売商業の振興
並びに活性化を図
る。目標

数値
84

実績
数値

98
目標
数値

事業参加事業者数
指標

　消費者の購買意欲、購買
力流出防止や地域における
消費の喚起・下支えをしつ
つ、共通商品券を使った販
売促進事業を展開し経済を
活性化するための一助に
なった。

総
合
評
価

Ａ

実績
数値

産業活性化事業

　低迷の続く地域商業環境
を打破するため、商工会商
品券事業を実施、地域商業
の活性化に資することを目
的とする。

共通商品券取扱加盟店82企業
指定ごみ袋販売店参加事業所数
16企業

商品券取扱事業
所・指定ごみ袋
取扱事業所の参
加事業所

指標

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

　事業の継続実施
により、地元高齢
者等買物弱者に対
しての支援サービ
ス活動の展開や地
域経済社会の発展
に寄与する。ま
た、地域の実態に
合わせ、会議開催
回数を減らすため
目標数値を下げ
る。

目標
数値

5
実績
数値

1
目標
数値

指標

　地域商業者が連携して地
域住民から信頼される地域
密着型の安全で安心な店づ
くりの意識の高まり、事業
の継続実施による地元高齢
者等買物弱者に対しての支
援サービス活動も定着し、
今後の活力ある地域経済社
会の確立へ足掛かりとなっ
た。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

商店街・まちづく
り事業

　消費者の生活形態の変
化、購買力の流出など地元
中小商業者が抱える様々な
経営課題の解決に向け、諸
事業を通して地域振興、ま
ちづくりに寄与することを
目的とする。

買い物弱者支援事業
　会議の開催　1回

商工業者

指標

商業振興対策事業及び商店街活性化事業
に係る会議の開催及び事業の実施

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

　経営環境を把握
し、ニーズも探り
ながら経営全般に
わたる知識習得や
事業運営に反映で
きるよう効果的か
つ有意義な講習会
を開催する。目標

数値
125

実績
数値

132
目標
数値

指標

　小規模事業者が時々
刻々と変化する経営環境
に対応するため、ニーズ
に合った知識を習得する
機会を設けて、小規模事
業者の資質向上を図り円
滑な事業運営の一助とな
ることができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

講習会事業

　多様化する経営環境に対
応するため、小規模事業者
にとって必要な金融・税
務・経理・労働・情報化等
の知識習得や時事的な問題
についての啓蒙を図り、事
業者の資質の向上と円滑な
事業運営に資することを目
的とする。

集団6回、個別2回の講習会
を開催
集団：テーマ　経営革新・
税務・経営一般　指導対象
企業数88企業、指導対象人
員93名（内小規模事業者85
名）
個別：テーマ　金融・税務
指導対象企業数47企業、指
導対象人員47名（内小規模
事業者47名）

小規模事業者

指標
講習会出席者数

　小規模事業者の
経営基盤のより一
層の近代化を図る
ため、日々の正し
い記帳と決算・確
定申告指導を行
う。またe-taxの
普及に取組み、利
用者の拡大を図っ
ていく。今年度廃
業者が多かったた
め記帳指導継続の
目標数値を下げ
る。

目標
数値

60
実績
数値

65
目標
数値

130
実績
数値

所得税・消費税等確定申告書受付数 　東栄町青色申告会とタ
イアップしながら、小規
模事業者に対し日々の正
しい記帳や原紙記録等の
保存方法の浸透を図るこ
とができ、また併せて計
数管理による経営能力の
向上を図ることができ
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

168

記帳継続指導

　商工会職員が個人事業主
等を対象に正しい記帳方法
の指導と決算・確定申告の
指導を行い、適正な税務申
告と経理の自計化や計数管
理による経営力の向上に結
び付ける。

記帳指導事業所数　65事業
所
記帳指導延べ日数　248日
記帳指導延べ回数　858回
給与源泉指導会の開催　対
象事業所数44名
年末調整指導会の開催　対
象事業所数45名
決算・確定申告指導会の開
催　対象事業所数40名
確定申告指導会の開催　確
定申告書受付数：所得税132
件（内e-tax52件）、消費税
36件（e-tax29件）

小規模事業者

指標
記帳指導件数

指標

目標
数値

350
実績
数値

381
目標
数値

5

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

　経営指導員を中
心に職員が一体と
なって計画的な巡
回相談指導を展開
する。また、今後
さらに小規模事業
者の其々のニーズ
を聞き出して効果
的な相談指導を
行っていく。

巡回・窓口相談指
導事業

　一般的に経営基盤の弱い
小規模零細企業を中心に、
経営指導員等商工会職員が
事業所へ訪問し、金融・税
務・労働等経営全般につい
て様々な相談への指導をす
ることにより経営及び技術
の改善を図り、健全な企業
を育成するとともに、経営
全般に係る相談窓口の設置
により、経営改善に資する
指導を行う。
　また、巡回指導及び窓口
指導を通じて小規模事業者
の業績向上に繋がる課題を
把握し、その解決のための
具体的な対策や改善方法を
提案する。

巡回指導
　実企業74件（うち非会員0
件）
　延回数182件（うち非会員
0件）
窓口指導
　実企業97件（うち非会員0
件）
　延回数198件（うち非会員
0件）
創業指導
　　実企業1件
　　延回数1件
　
　
課題解決提案件数9件

小規模事業者

指標

巡回窓口指導延件数

指標

課題解決提案件数
　小規模事業者に対して
融資等の金融相談、確定
申告時期における税務相
談、労務、経営、情報化
に関する諸問題について
の相談指導を行い、小規
模事業者の経営能力の向
上、経営の改善発達の一
助となった。また、巡回
窓口指導を通じ事業所
個々の抱える経営課題を
把握し、その解決のため
の具体的対策等を提案し
た。

実績
数値

9

　2025年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等



団体名： 東栄町商工会

得られた効果 備考

　2025年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 110.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 108.8 ％） （達成度 97.1 ％） Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 85.9 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 20.0 ％） （達成度 125.0 ％） Ｂ Ａ 下げる 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｃ Ａ 現行どおり 現行どおり

※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

　今後如何にして
地域と連携して事
業継承をしていく
か考えるきっかけ
となるよう後継者
育成を図る。講習
会開催数を2回か
ら1回へ減らす他
為、目標数値を下
げる。

中学校と
の日程調
整が難航
し、講習
会を断念
した。

目標
数値

55
実績
数値

11
目標
数値

80

指標

講習会参加者満足度
東栄町の労働力不足の観
点からPR動画を作成し、
公開したところ、大きな
反響が見られ、雇用人口
の増加、売上向上の一助
となった。 総

合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
100

若手後継者等育成
事業

〇商工業者の後継者である
青年に対し、経営に必要な
知識の修得や資質の向上を
図る為の講習会・研修会を
開催し、小規模企業の振
興・発展を目的とする。
〇地元中学生にセミナーを
開催し、帰属性を高め将来
の担い手の育成を行う。
〇東栄町事業者の労働者不
足を解消するための職場見
学会を開催し、今後の発展
を図る。

【一般枠】
令和8年1月27日開催セミ
ナー参加者数11名
青年部全国大会参加者　3名
講習会参加満足度　100％

【事業承継枠】
事業所PR動画制作
参加企業数11者
総再生回数：32,661回

小規模事業者

指標

講習会への参加者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

　各種団体等の活
動を東栄町商工会
とタイアップしな
がらサポートし、
事業運営に協力し
ていく。

目標
数値

170
実績
数値

146
目標
数値

指標

　東栄町青色申告会をは
じめとした各種団体の活
動をサポートし、事業運
営の協力をすることに
よって地域社会の発展の
ための一助となり、地域
商工業の発展に繋げた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

産業団体事業

　各種団体等、産業振興・
地域貢献団体の活動をサ
ポートし、事業運営に協力
することにより国・地方公
共団体、地域社会への貢献
や発展のための一助とな
り、ひいては地域商工業の
活性化に資することを目的
とする。

東栄町青色申告会：会議の
開催　1回、関係会議への出
席　3回
新城法人会東栄ブロック：
会議の開催　3回、事業の実
施　3回
食品衛生協会東栄分会：会
議の開催　3回、事業の実施
4回
東栄自家用自動車組合：会
議の開催　1回、関係会議へ
の出席　3回、事業の実施
4回
設楽交通安全協会東栄分
会：会議の開催　3回、関係
会議への出席　3回、事業の
実施　8回
振草川漁業協同組合：会議
の開催　11回、関係会議へ
の出席　4回、事業の実施
3回
青色申告会会員60、法人会
会員35、食品衛生協会46、
愛知県建設組合連合5

各団体
加入事業所

指標

加入事業所件数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

　役職員を中心に
普及推進活動を展
開する。従業員定
期健康診断事業等
の実施により商工
業者の福利の向上
を図っていく。

目標
数値

600
実績
数値

653
目標
数値

35

指標
従業員健診実施企業数 　中小・小規模事業の経

営者・家族・従業員の病
気及び負傷に対する補償
請求手続、自動車事故対
応等経営の安定と福利の
向上を図り、健全な発展
に寄与した。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
34

福利厚生事業

　中小・小規模事業者の経
営・雇用の持続的な安定を
図るため、各種共済制度の
普及や従業員の健康診断事
業の実施等、企業の健全な
育成に資することを目的と
する。

1.役職員による共済普及推
進活動の実施
共済加入件数：中小企業共
済301口、中部自動車共済
352台
2.従業員定期健康診断事業
の実施（　34事業所、受診
者　257名）

中小・小規模
企業の経営
者・家族及び
従業員

指標

中小企業共済加入件数
中部自動車共済加入台数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

　見学会により地
域のＰＲ及び地域
活性化を図る。ま
た、女性部は町内
外でのネットワー
クをより強固に
し、町内商業の振
興を図る。目標

数値
20

実績
数値

22
目標
数値

指標

　青年部は「東栄町お仕
事見学会」を開催し地域
に貢献した。女性部は研
修会等を通して個々の自
己研鑽を図るとともに、
地域活動に協力しながら
地域社会の発展に寄与し
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

青年部・女性部事
業

　青年部・女性部員間での
交流や地域貢献活動を通じ
て地域との関わりを持つこ
とにより、地域社会の発展
に寄与することを目的とす
る。また、町をPRできる事
業を開催し地域の振興、産
業の活性化を図る。

青年部
会議の開催5回、関係会議へ
の出席2回、研修会への出席
4回、地域活動　2回
女性部
会議の開催3回、関係会議へ
の出席3回、研修会への出席
1回、地域活動2回

商工会青年
部・女性部

指標
事業実施回数


